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特別高圧電力価格高騰対策緊急支援事業について【新規】

産業政策課

１ 目 的
エネルギー価格高騰の影響を受ける特別高圧受電企業の負担軽減を図るため、料金の一部を支援する。

２ 概 要
特別高圧を受電する県内中小企業に対して、電気使用量に応じて補助する。

・補 助 対 象 者 特別高圧で受電する県内中小企業者（みなし大企業を除く）
特別高圧で受電する県内商業施設にテナントとして入居する中小企業者（みなし
大企業を除く）

・補助対象期間 令和 5 年 1 月～9 月使用分
・補 助 単 価 1 月～8 月：3.5 円/kWh、9 月：1.8 円/kWh

３ 予算額 ５３１,３６０千円
内訳 補 助 金 ５３０,０００千円

広告費等 １,３６０千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

①周知

②申請

③実績報告 特別高圧契約

④補助金

県内中小企業者

県内商業施設

テナント
中小企業者

秋田県
電力
会社
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ＬＰガス価格高騰対策緊急支援事業について【新規】

産業政策課

１ 目 的
エネルギー価格高騰の影響を受けるＬＰガス使用者の負担軽減を図るため、料金の一部を支援する。

２ 概 要
ＬＰガス使用者に対して、ＬＰガス協会及び販売事業所を通じＬＰガスの使用料金を減額する。

・補 助 対 象 者 （一社）秋田県ＬＰガス協会（補助率 10/10）
・支 援 対象 者 ＬＰガスを使用する一般消費者等（約 26 万件）
・支 援 金 額 3,000 円（1,000 円/月×3 ヶ月）

３ 予算額 ８２５,２６５千円
内訳 補 助 金 ８２４,９０５千円

助 成 金 原 資 789,000 千円
ガ ス 協 会事 務費 14,905 千円
販売事業所事務費 21,000 千円

需用費等 ３６０千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）
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ものづくり革新総合支援事業（省エネ生産設備更新型）について【新規】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域産業振興課

１　目　的
　　

２　概　要
　　　

３　予算額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００,０９４千円
                  内訳　　補助金（２０件）     　２００,０００千円
　　　　 　　 　　　　　  職員旅費　　　　     　 　　　　９４千円
 

          （新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）
　　　　　　　　　　　　
         　

◆対象設備（例）

　工作機械、プレス機械、プラスチック加工機械、ダイカストマシン、産業用モータ 等
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5,098PJ

製造業業種別エネルギー消費構成
（出典：エネルギー白書２０２２）

・補助対象　県内に事業拠点を有する中小企業者（製造業）
・対象経費　エネルギー効率の向上に資する生産設備等の購入費、工事費（撤去費・処分費を含む）　

・補 助 率　２／３以内
・限 度 額　１０,０００千円（下限２,０００千円）
・補助期間　交付決定の日から令和６年２月２９日まで　

　電力等価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている製造事業者について、エネルギー効率を高める
ための生産設備の更新等を支援し、中長期的な生産性の向上と経営基盤の強化を図る。
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【参考】県内中小企業省エネ設備更新緊急支援事業（令和４年９月補正）

・補助対象　県内に事業拠点を有する中小企業者
・対象経費　生産及びサービスを提供するために必要な省エネルギー等に資する設備の購入費、工事費
・補 助 率　２／３以内
・限 度 額　＜製 造 業＞２，０００千円（下限２００千円）
　　　　　　＜非製造業＞１，０００千円（下限１００千円）
・交付実績　＜製 造 業＞１５７件　　２０５，７５２千円
　　　　　　＜非製造業＞３２３件　　２０８，４９８千円
　　　　　　　　　　計　４８０件　　４１４，２５０千円　　　
         　

　＜９月補正事業との対象設備の違い＞

        令和４年９月補正              令和５年６月補正
限  度  額 （製造業） ２００千円～２，０００千円

（非製造業）１００千円～１，０００千円
（製造業） ２，０００千円～１０，０００千円
（非製造業）１，０００千円～１０，０００千円

対象設備 エアコン、工作機械、事務所・店舗の照明設備
（ＬＥＤ等）、冷凍・冷蔵設備 等

空調設備、（より大型・高効率な）工作機械、大型店舗・
工場の照明設備（ＬＥＤ等）、大型店舗・倉庫の冷凍・冷
蔵設備 等

設  備  例

【大型店舗の冷凍設備】 【大型工作機械】【厨房用冷凍冷蔵庫】 【木材加工機】
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商業・サービス産業経営革新事業（省エネ設備更新枠）について【新規】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商業貿易課

１　目　的

　　電力等価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている製造業以外の事業者について、エネルギー
　効率を高めるための事業用設備の更新等を支援し、中長期的な生産性の向上と経営基盤の強化を図る。

２　概　要
　　・補助対象　県内に事業拠点を有する中小企業者（製造業以外）
　　　　　　　　※大規模小売店や運輸業、建設業などを想定
　　・対象経費　エネルギー効率の向上に資する事業用設備の購入費、工事費（撤去・処分費を含む）

　　・補 助 率　２／３以内
　　・限 度 額　１０，０００千円（下限１，０００千円）

　　・補助期間　交付決定の日から令和６年２月２９日まで 　

 
３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　１２２，２６０千円
　　　　　　　内訳　　補　助　金（３６件）　１２０，０００千円
　　　　　　　　　　　職員旅費等　　　 　　　　　　 ３８６千円
　　　　　　　　　　　人　件　費　　　　　　　  １，８７４千円

　　　（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）　　

 

◆対象設備（例）　
　店舗・作業場の照明設備及び空調設備、倉庫の冷凍・冷蔵設備 等（汎用品を除く）

【大型店舗の冷凍設備】
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